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1.はじめに 消費電力が上昇する可能性があることである。 

表 2-１.各動作モードの消費電力 現在、ビル全体で省電力制御を行うことが広く

行われており照明機器・空調機器等の設備系機

器やパソコン・プリンタ等のＩＴ機器を制御対

象としている。ビル全体やフロア単位で考える

と照明や空調等の設備系機器では、機器の消費

電力や利用形態が同じであり、かつ集中管理が

可能であることから事前に省電力効果を算出す

ることが比較的容易である。それに比べ、ＩＴ

機器では機器ごとに消費電力や利用形態が異な

る為、事前に省電力効果を算出することが難し

く方法が確立されていないという課題が存在す

る。それに加えて、外部からの一元的な制御が

難しいという課題も存在する。 

動作モード 消費電力（kW） 備考 

電源オフ 7 待機電力 

スタンバイ 7  

休止 7  

電源オン 60～100  

 

表 2-2.動作モード切替え時の最大消費電力 
動作モード切替え 

パターン 

最大消費電力

（kW） 

備考 

電源オフ→電源オン 105  

スタンバイ→電源オン 85  

休止→電源オン 105  

 
 2.2.省電力の制御方式 
2.ＩＴ機器の省電力制御 ＩＴ機器の省電力制御方式について説明する。

省電力制御手段として、大きくは、次の２つが

の制御方式が存在する。 

2.1.ＩＴ機器の消費電力 

ＩＴ機器の消費電力は、動作モードごとに異な

っている。一例として、パソコンの消費電力を

測定した値を“表 2-1”と“表 2-2”に示す。 
方式１：パソコンやプリンタに組み込まれて 

いる省電力機能を用いる 
これら表から分かるように、 “動作モード切替

え時に突入電力として一時的に大きな電力が消

費される”ことと“電源オン状態でもＩＴ機器

上の利用状況により消費電力が異なる”ことを

考慮し消費電力を算出する必要がある。これを

踏まえて、ＩＴ機器の消費電力を算出する式は、

各動作モードの消費電力と実行時間を積算した

値と動作モード変更に伴う消費電力の総和で表

すことができる。 

方式２：利用者の行動に基づきＩＴ機器の 

利用状況を推定する 

“方式１”は、一定時間内に操作が行われない

場合に省電力制御を行う方式である。“方式

２”は、在室・在場状況やスケジュール管理か

ら利用者の行動を推測し省電力制御を行う方式

である。“方式１”では、一定時間が経過した

時のみ省電力モードへの移行を行う為、ＩＴ機

器が利用されていない状況であっても、指定さ

れた時間が経過するまでは省電力制御を行われ

ないという欠点が存在する。この欠点を補正す

る為に、“方式２”を組み合わせて用いること

で、より効率的な省電力制御を行うことが可能

となる。次に、“方式２”の具体例を次に示す。 

 

ＩＴ機器の消費電力＝ 

∑(動作モードの平均消費電力×動作時間＋ 

動作モード切替えに要する消費電力) 

 …（式 2-1） 

  入退室時にモードに切替えを行う 
また、消費電力を考えるうえで重要なことは、

動作モード切替えに要する消費電力が大きい場

合、短い時間で動作モード切替えを実施すると、 

 会議中は省電力モードに切替えを行う 

 休憩時間は省電力モードに切替えを行う 

 帰宅時に電源オフを実施する 

合わせて、機器の利用時間や各動作モードの実

行時間やの測定結果に基づき、“方式１”の設

定時間を変更することでき、更なる省電力制御

が可能となる。 
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3.消費電力シミュレーション方式の検討 

3.1. シミュレーションにおける課題 

ＩＴ機器の消費電力は、“2.1.節”に示したよ

うに、ＩＴ機器の各動作モードとその実行時間

を測定することで算出することができる。同様

に、消費電力のシミュレーションは、各動作モ

ードとその実行時間を予測することで実現可能

であるが、実際にシミュレーションを行う場合

には、全てのＩＴ機器が異なる動作している問

題が存在する。これを解決する手段として、Ｉ

Ｔ機器の利用形態ごとに分類し、シミュレーシ

ョンを行う方式が考えられる。分類方法として、

実際のＩＴ機器の利用状況を測定し、その結果

により分類する方法があるが、利用状況の収集

期間が短い場合には、次の理由により誤差が生

じる可能性が存在する。 

 測定期間により作業負荷により異なる 

 測定期間により利用者の勤怠状況が異な

る 

これらの誤差が生じる要因を取り除く為には、

長期間（数ヶ月～１年）かつ多くの台数を測定

対象にすることで可能であるが負荷が大きくな

ってしまう。これを解決する手段として、測定

結果によるのではなく、ＩＴ機器を利用形態に

より分類する手段として、利用者の人事上の属

性を利用する方式が考えられる（図 3-1）。 

 

 
 

図 3-1．利用者の属性と利用形態 

 

3.2.利用者属性による分類 

利用者属性による分類で使用可能な利用者属性

として、次の属性が存在する。 

 職種 

利用者が属する組織の役割である。 

 役職 

利用者が属する組織内での役割である。 

 資格 

利用者が属する組織内でもつ特別な役割で

ある。 

利用者属性における行動パターンには、次の差

異が存在する。 

 利用者の勤務時間 

 時期による作業時間 

 休日取得数 

例えば、出張が多い営業部門とディスクワーク

主体の経理部門では、勤務時間や日ごとの作業

負荷が著しく異なるということが想定される。 

利用者属性によるこのような差異を考慮した利

用者属性を組み合せるにより、利用形態の分類

を行う。次に、分類した利用形態ごとに機器と

利用者のサンプリングを行い、機器の消費電力

と利用状況の収集、利用者の行動を追跡するこ

とで、各利用形態におけるＩＴ機器の消費電力

のシミュレーションを行うことが可能となる。 

3.3.省電力効果の算出 

省電力効果は、現在の総消費電力量とシミュレ

ーションにより算出された消費電力量を比較す

ることで算出することであるが、次の点に留意

し補正することで効果の正確性を向上させるこ

とが可能となる。 

 機器の利用日数及び利用時間 

 機器の消費電力 

即ち、消費電力の比較期間の日数を休日も含め

て合わせると共に、機器１台あたりの消費電力

も合わせることが必要となる。 

また、電源には対象となるＩＴ機器以外の機器

が接続されていることも多い。消費電力を比較

する際には、対象外の機器が消費している消費

電力を調査し、総消費電量からその消費電力量

を取り除くことも正確性の確保には必要となる。 

 

4.おわりに 

ＩＴ機器の省電力を考える場合、利用者の行動

パターンが大きな要因となる。行動パターンは、

利用者ごとに異なるが、利用者の属性―職種や

役職、資格等―により分類が可能と考える。 

今後。本シミュレーション方式を、実際のＩＴ

機器の省電力に適用することにより、その効果

を検証していく。 
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